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○岩下委員長 ただいまから水資源保全対策特

別委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程でありますが、お

手元に配付の日程の案をごらんください。本日

は、前回の委員協議を踏まえ、最初に、農政水

産部から、農業等に係る渇水対策や農地法に係

る土地取引等の概要などについて説明をいただ

き、休憩を挟みまして、次に、県土整備部から、

河川環境の保全・整備に係る事業や水利権等に

ついて説明をいただきます。その後、県内調査、

県外調査、並びに次回の委員会について御協議

をいただきたいと思います。

このように進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、これから、執行部の説明に入ります。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

農政水産部においでいただきました。

初めに、一言ごあいさつを申し上げます。

私は、この特別委員会の委員長に選任されま

した串間市選出の岩下斌彦でございます。時間

の都合上、委員の紹介は省略させていただきま

すが、私ども12名が、さきの県議会で委員とし

て選任され、調査活動を実施していくことにな

りました。当委員会の担う課題を解決するため

に努力してまいりたいと思いますので、御協力

よろしくお願いを申し上げます。

なお、都城市選出の中村委員が当委員会の委

員となっておりますが、本日は欠席をいたして

おります。

執行部の皆さんの御紹介につきましては、配

席図をいただいておりますので、省略いただい

ても結構でございます。

それでは、概要説明をお願いいたします。

○岡村農政水産部長 農政水産部でございます。

どうかよろしくお願いいたします。

それでは、座って説明をさせていただきます。

今回報告させていただく項目について御説明

いたします。お手元の水資源保全対策特別委員

会資料を１枚めくっていただきます。目次をご

らんください。

本日、農政水産部からは４つの項目について

説明をさせていただきます。まず１つ目が、農

業に関する渇水対策についてでございます。２

つ目が、本県の農業用水に係る水利権の設定状

況についてでございます。３つ目が、農地法に

係る農地の土地取引等についてでございます。

最後に、国土調査（地籍調査）についてでござ

います。それぞれ関係課長から説明させますの

で、よろしくお願いをいたします。

私のほうからは以上でございます。よろしく

お願いします。

○山内営農支援課長 営農支援課であります。

それでは、農業に関する渇水対策について、

御説明いたします。委員会資料の１ページをお

開きください。

まず、１の渇水の事例でありますが、ここで

は、まだ記憶に新しい平成23年１月から４月ま

での渇水の事例を取り上げております。この事

例では、（１）の渇水の状況にありますように、

この期間の宮崎市の降水量は平年の約20％とな

り、主要河川のダム貯水率が低下するなど、農

業用水の不足が見られ、（２）の農作物の被害状

況にありますように、早期水稲の作付計画面積
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の約２％に当たります170ヘクタールで、移植が

できなかったり、移植した後に枯死する被害が

あったほか、かんしょの植えつけ遅延など、露

地野菜でも影響が見られたところです。最終的

には、県下で7,300万円余の被害額に上ったとこ

ろであります。

（３）の実施した渇水対策でありますが、ま

ず、①の県農業渇水対策会議を設置し、関係機

関・団体と連携して、状況の把握と情報の共有

化を図るとともに、②の渇水対策資料等の周知

徹底や③にある農業用緊急渇水対策事業等の支

援事業を創設し、取り組みを進めたところでご

ざいます。また、農業渇水対策会議は、西臼杵

支庁、各農林振興局ごと、地域段階にも設置し

たところでありまして、④にありますように、

各地域の取り組みとしまして、土地改良区にお

ける農業用水の計画配水や節水の呼びかけです

とか、水稲苗の老化防止対策の実施や農業共済

制度の対応も含めまして、戸別所得補償制度を

活用した品目転換等も誘導し、地域や農業者に

応じたきめ細かな対策の推進に努めたところで

ございます。

次に、こうした渇水の事例を受けまして、２

の渇水時に対する備えや対応でありますが、ま

ず、農業用水の安定確保を図るため、畑地かん

がい施設やため池、用水路等の生産基盤の整備

を計画的に進めていくことが重要であります。

特に、今回の事例を踏まえ、留意すべきことと

いたしまして、田植え時期などの需要期の前に

は、河川当局と連携を図り、貯水率等の状況の

把握に努めるとともに、渇水等が予想される場

合には、事前対策を検討し、土地改良区を通し

て対策の周知徹底を図るとともに、県農業渇水

対策会議を速やかに設置いたしまして、関係機

関一体となりました取り組みを進めることとし

ております。

なお、渇水に対応した事業といたしまして、

県単独事業である「みんなでつくるいきいきふ

るさと事業」により、緊急的な被害防止への支

援も準備しているところであります。

最後に、被害額の計上までには至らないもの

の、年間を通せば、大なり小なり少雨・渇水の

事象は毎年のように発生しているところであり

まして、日ごろより、農作物の生育経過につき

ましては的確な情報収集に努め、時期を逸しな

いように十分に留意してまいりたいと考えてお

ります。

渇水対策につきましては以上でございます。

○宮下農村計画課長 農村計画課でございます。

私のほうからは、３つの項目について、続けて

説明をさせていただきます。

まず、委員会資料の２ページをごらんくださ

い。

本県の農業用水に係る水利権の設定状況につ

いて、御説明をいたします。

１の農業用水に係る水利権についてでありま

す。水利権とは、河川等の流水を独占的に使用

できる権利で、取得に際しましては、河川法に

基づく河川管理者の許可が必要となります。な

お、河川法の適用のない河川については水利権

の設定はございません。

表に示しておりますように、河川管理者は、

一級、二級、準用河川といった河川の分類によっ

て異なっております。例えば、大淀川のような

一級河川は、定義の欄にもありますように、国

土保全上または国民経済上特に重要な水系で政

令で指定したものに係る河川で、国土交通大臣

が指定したものであります。河川管理者は国土

交通大臣となっております。また、一級河川の

管理は国土交通大臣が行うのが原則ではござい
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ますが、国土交通大臣が指定する区間、いわゆ

る指定区間と申しておりますが、県知事に管理

の一部を行わすことができます。次に、一ツ瀬

川のような二級河川につきましては、一級河川

以外の水系で公共の利害に重要な関係があるも

のに係る河川で、知事が指定したものとなって

おり、知事が河川管理者となっております。さ

らに、河川法に準じる河川としまして準用河川

がありますけれども、これは、一級及び二級以

外の河川のうち、市長村長が公共性の見地から

重要であるとして指定した河川であります。市

長村長が河川管理者となっております。

続きまして、２の水利権の種類についてであ

ります。農業用水に係る水利権は、大きく慣行

水利権と許可水利権に分けられます。表は許可

水利権が先になっておりますが、許可水利権は、

河川法に基づき許可された農業の水利権で、お

おむね10年に１回、その必要量を見直すことが

義務づけられております。次に、慣行水利権は、

旧河川法施行以前から現に水利使用していたた

めに、許可を受けたものとみなされている水利

権であります。

最後に、３の本県の農業用水に係る水利権の

設定状況についてでありますが、152件の許可水

利権と1,717件の慣行水利権が設定されておりま

す。

続きまして、資料の３ページをお開きくださ

い。

農地法に係る農地の土地取引等について、御

説明をいたします。

１の農地法における規制についてであります。

農地法では、不耕作目的や投機・投資目的での

農地の取得が排除されております。農地等が適

切かつ効率的に耕作されるよう、権利移動を制

限しているところであります。また、農地転用

許可制度の適切な運用を通じて、良好な営農条

件を備えている優良農地を確保するとともに、

社会経済上必要な土地需要にも適切に対応し、

国民に対する食料の安定供給を確保することと

されております。

次に、２の内容につきまして、まず、（１）の

農地等の権利移動の制限、いわゆる３条申請で

ありますけれども、農地の所有権を移転する場

合などには農業委員会の許可を受けなければな

りません。許可の要件としまして、「権利を取得

する者がすべての農地を効率的に耕作できるか」

のほか、農作業常時従事要件、経営面積の下限

面積要件、地域調和要件などのすべてを満たす

ことが必要などとなっております。なお、法人

による農地の所有権の取得は農業生産法人に限

られております。また、外国資本等による申請

がなされた場合においても、すべての要件を満

たすことが必要となります。平成22年の県内で

の農地等の権利移動につきましては、1,787件、

約578ヘクタールが許可を受けております。

次に、（２）の農地等の転用に伴う権利移動の

制限、いわゆる５条申請についてであります。

転用面積が４ヘクタール以下の農地については

知事許可、４ヘクタールを超える場合には大臣

の許可を受けることになっております。具体的

な土地利用計画を伴わない資産保有目的等の転

用は認められておりません。許可に当たっては、

次の４ページの左の欄にございますように、農

地を農用地区域内農地など６つの農地に区分を

し、真ん中の列にありますように、立地基準と

して第１種農地までは原則不許可の扱いとなっ

ております。また、あわせて、一般基準としま

して、資力及び信用があるかどうかとか、事業

の実現性、周辺農地等への被害の防除措置など

を審査することとなっております。
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なお、外国資本等による申請につきましても、

両基準により同等に審査をすることになります。

平成23年度の県内での農地転用に伴う権利移動

の許可件数と面積は、住宅用地や農業用施設用

地などでございますが、1,241件、約103ヘクタ

ールの許可を受けております。

最後に、３の違反転用等に対する監督処分に

つきましては、（１）、（２）にございますよう

に、許可の取り消し、あるいは原状回復命令の

ほか、罰則も規定されているところでございま

す。

続きまして、５ページをお開きいただきたい

と思います。

国土調査（地籍調査）について、御説明をい

たします。

１の調査の目的でありますけれども、国土調

査法に基づき、国土の開発及び保全、あわせて

地籍の明確化を図るため、国土の実態を調査す

ることにあります。

次に、２の地籍調査の概要の（１）調査内容

でありますけれども、一筆ごとの土地の所有者、

地番、地目を調査し、境界の位置をもとに土地

の測量を行います。その結果の地籍図及び地籍

簿の写しが実施市町村から登記所に送られるこ

とになります。登記所におきましては、地籍簿

をもとに登記簿が書き改められまして、地籍図

が不動産登記法第14条第１項地図、つまり、法

的に認められる正式な地図として登記所に備え

つけられることになります。

次に（２）の負担割合についてですが、国が50

％、県が25％、市町村が25％となっております。

（３）の実施主体ですが、市町村、土地改良

区が実施主体でございます。

（４）の実施状況につきましては、本県の地

籍調査は昭和33年度に着手しておりますが、平

成３年度までに全市町村が着手しております。

また、平成23年度までの進捗率は61.5％となっ

ておりまして、全国平均の50％は上回っている

状況にございます。土地区分ごとの進捗状況は

下の②の表にございます。ここに記載しており

ますように、人口集中地域で25.4％、それ以外

の宅地が67.9％、農用地が68.1％、林地は60.1

％となっております。

次に、資料の６ページをごらんになっていた

だきたいと思います。

表１には、宮崎県の市町村ごとの平成23年度

までの地籍調査の実施状況を示しております。

完了市町村は、表の左から３列目に記載してお

りますように、高原町を初め８町村となってお

ります。詳しくは後ほどごらんいただきたいと

思います。

続きまして、資料の７ページに、参考といた

しまして、地籍調査事業の実施区域図をつけて

おります。６ページの数字が視覚的にわかる図

面となっておりますが、凡例にございますよう

に、黄色い着色が地籍調査が完了した地域であ

ります。赤が平成23年度に調査をした地域、青

が国有林を示しておりまして、白いところが未

調査の地域というふうにごらんいただきたいと

思います。こちらも、詳しくは後ほどごらんい

ただければと思います。

農村計画課からは以上でございます。

○岩下委員長 ありがとうございました。

執行部の説明が終わりました。御意見、質疑

などございましたら、お願いいたします。

○右松委員 多岐にわたって、手短に質疑しま

すが、まず、２ページの水利権に関してなんで

すが、河川等の流水を独占的に使用できる権利

でありますから、大変強い権利だと思っていま

す。今回、農政水産部ですから、対象外かもし
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れませんが、工業用の水利権で、県北、県南に

かなり大きな企業がありまして、エネルギーの

関係で、小水力の関係で話をしたときに、そう

いった大きな企業が水利権を持っているという

ことを伺っているんですが、部署が違いますが、

工業用水利についての件数とかそういったこと

は把握されておられるんでしょうか。

○宮下農村計画課長 私ども農政サイドとしま

しては、農業用水の水利権を申請していただく

という立場ですので、申しわけございませんが、

工業用水等の件数については把握をしておりま

せん。

○右松委員 結構でございます。補給水量でい

えば、パルプ、紙というのはかなり水量をとる

ということでしたから、そのあたりのことは私

のほうで調べていきます。

それから、３ページの農地法の土地取引なん

ですが、一番最初の５月15日の委員会で問題に

なったのは、農地法は、無断転用や許可条件に

違反している者に対しては許可の取り消しもあ

り得るということで、かなりきつい罰則規定も

ついているということで、問題は森林法のとこ

ろだったんですね。ようやく政府のほうで動い

たとしても、森林法で、24年の４月から、届け

出は事後になっているとか、あるいは罰則規定

も10万円以下の過料が科せられるとか、かなり

緩いんです。ですから、その辺がちょっと問題

になっていたので、そのことも私の意見として

申し上げたいと思います。

それから、地籍調査について何点か伺ってい

きたいと思います。進捗率が61.5％ということ

で、全国平均の50％は確かに上回っているんで

すが、九州圏内で調べてみますと、沖縄も含め

て８県ある中で、佐賀が97％とか沖縄99％等々

がありまして、宮崎というのは下から２番目な

んですね。ですから、この数字は決して満足で

きる数字ではないと思っています。そういった

中において、市町村の取り組みには大分開きが

あるんですが、あえて市町村名は出しませんけ

れども、かなり進捗が悪いところもあります。

これは取り組みの温度差が原因なのか、費用的

なものなのか、お聞かせいただければと思いま

す。

○宮下農村計画課長 資料にもお示ししており

ますように、日向市ほか、低いところもござい

ます。原因としましては、低い市町村につきま

しては、取り組みの開始が遅かったというとこ

ろもございます。それから、もう市町村名を出

しますが、日向市等につきましては、一たん始

めた調査を、高度成長期に、住宅開発でありま

すとか工場の立地等が相次ぎまして、一たん調

査した資料が混乱をしたということで、休止を

されておりました。平成22年から再開をしたと

いうこともありまして、取り組みが遅かったと

いう点については意識の差があったかというこ

ともございますが、今、精力的にやっていただ

いておりまして、また、串間市と西都市につき

ましては、ＤＩＤ地区という人口密集地を先に

やるということで、非常に時間と手間がかかっ

ていることで進捗率が低いということになって

おります。

○右松委員 外国資本の売買と地籍に関しては

密接な関係があるというふうに考えております。

先ほどの費用の負担に関しても、国が50％で都

道府県、市町村が25％ということなんですが、

特別交付金等が入っていますので、実質的には

市町村は５％の負担で済むわけですね。ですか

ら、民間企業に委託して地籍調査をまずは迅速

に進めていただきたいということを１点申し上

げたいと思います。
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それから、もう１つ、この進捗率はあくまで

も地籍調査の実施ですから、筆界未定のところ

が実際どれぐらいあるのかというところがもう

１つの問題点だというふうに私は考えておりま

す。ですから、筆界未定については把握されて

おられるのかどうか、伺いたいと思います。

○宮下農村計画課長 筆界未定につきましては、

委員が申し上げられたように、中には地籍調査

をしても筆界が決まらない場合がございます。

例えば、本人がいらっしゃらない場合とか両者

で折り合いがつかない場合がございます。その

点につきまして、21年から24年６月までのデー

タでございますけれども、約２％の筆界未定が

発生しております。具体的な数字で申し上げま

すと、この３年と２カ月ですけれども、５万3,000

件ぐらいの筆数を調査しておりますが、う

ち1,000件ぐらいの筆界未定があるということで

ございます。

○右松委員 筆界未定が２％ということは、こ

の面積もあれですが、悪くはない数字なのかな

と。一概に比較はできませんが、２％で済んで

いるということでございます。一たん地籍調査

は終了という形になりますよね、筆界未定も含

めて。その後、境界を確定する作業においては、

測量とか登記が自己負担になってしまうという

ふうに伺っているので、そのあたりのことを教

えていただければと思います。

○宮下農村計画課長 委員が申されたように、

個々のこういう事案の場合には個人負担という

ことに今なっております。ただ、地域的に、先

ほどちょっと申し上げましたが、日向のような

案件の場合、一定の地域で一定の要件を満たす

場合には、国に相談の上、再調査ということも

可能な道がございますけど、１件ごとの場合に

は残念ながら個人負担ということになります。

○右松委員 制度的なこともありますから、な

かなか難しいとは思うんですが、筆界未定２％

について、相手がわかってくいが打てるという

ことであれば、そこは行政の助成も入れること

ができるのであれば、個人負担を減らすことで

さらに地籍調査を進めていくという効果がある

とすれば、そのあたりのことも含めて検討して

いただければありがたいな、いいのかなと思っ

ています。以上で。

○岩下委員長 ほかに質疑はございませんか。

○宮原委員 ちょっと聞かせてほしいんですが、

水利権なんですが、水利権という用語は法律上

は存在しないということになっていますね。た

だ、ここに許可水利権、慣行水利権ということ

であるんですが、許可水利権は、10年に１回、

必要量を見直すことが義務づけられているとい

うことです。慣行水利権については、書いてあ

るとおり読めば、「旧河川法施行以前から現に水

利使用していたために、許可を受けたものとみ

なされる」と。みなされるということは、更新

とかそういった手続というのはないんですか。

○宮下農村計画課長 慣行水利権については、

更新手続をする必要はございません。

○宮原委員 必要がないということは、みなさ

れるということで、そこに例えば用水の施設が

あって、使用していないけど、新規に水を引く

場合は勝手に引けるということでいいんですか。

○宮下農村計画課長 慣行水利権の範囲内での

使用であれば申請する必要はございませんが、

その量の変更があるということになると、いわ

ば許可水利権のほうに移行する形になります。

国土交通省のほうは、なるべく慣行水利権は許

可水利権として把握したいという意向がござい

ますので、その場合には、残念ながら許可水利

権に移行することになります。
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○宮原委員 許可水利権という形で申請をした

場合は、手続というのは非常に難しいんですか。

○宮下農村計画課長 やはり専門的な知識等が

必要になりまして、時間と費用もかかることに

なります。

○宮原委員 ちなみに、時間と費用を教えてみ

てください。

○宮下農村計画課長 いろいろな水量がござい

ますし、条件もございますけれども、例えば、

県の持っている水利権がございまして、それを10

年ごとに更新する場合には、200万から300万と

いう委託をする費用が必要になりますし、委託

の期間が２カ月、３カ月ということになります

し、国土交通省とのやりとりにまた数カ月かか

るという事例がございます。

○宮原委員 そしたら、慣行水利権であればい

いけど、許可水利権になるとそれだけの費用が

かかるということで、こうなると基準としては

ハードルが非常に高くなるということになりま

すよね。みなされるということですから、きちっ

と台帳なりあるから、1,717ということになって

いますよね。

○宮下農村計画課長 河川法に基づいて慣行水

利権として届けられたものということで把握さ

れている数字が1,717件でございまして、国土交

通省のほうは、まだあるのではないかという見

解を持っているようでございます。

○宮原委員 ちゃんと把握されている部分がこ

れだけ、それ以外もあるということでもみなさ

れるということで、使えるということにはなる

んですか。

○宮下農村計画課長 そこは、許可権者ではご

ざいませんので、答えづらいところでございま

す。

○宮原委員 この点では最後にしますが、許可

というのは、慣行水利権、そういった関係でい

くと、これは知事の許可ということでいいんで

すか。

○宮下農村計画課長 慣行水利権は、国土交通

大臣の管轄となると思います。これは許可を受

けておりませんので、みなすという観点につい

ては国土交通大臣の判断だと思います。

○宮原委員 きちっとした手続はないんだけど、

旧河川法の中でそういった権利を持っていたと

いうことであれば、その管轄は大臣が管轄をす

るということでいいんですね。

○宮下農村計画課長 その点についてはちょっ

と調べさせていただいてよろしいでしょうか。

○宮原委員 よろしくお願いします。

○原委員 今の水利権の話なんですが、河川

法の適用のない河川区域については水利権の設

定は不要と。一級河川、二級河川、準用河川、

ここは管理者がちゃんといるわけですから、水

利権の設定が必要ですよということになると、

そのさらに上流部の沢、小さな川があって、準

用河川の行きどまりがあると思うんですが、例

えばその先をせきとめて、自分で石を積み上げ

るなりコンクリートで小さなダムをつくり、自

分の山だとしてその水を利用することについて

は、全然問題はないというふうに理解していい

んですか。

○宮下農村計画課長 これまでの現場での対応

等を踏まえますと、例えば湧水でありますとか

沢については、水利権の申請の必要はないとい

うふうに県土整備部も判断をしておるようでご

ざいます。

○原委員 これが、この特別委員会の、いわ

ゆる外国資本による水の保全にかかわる大事な

ところだと思うんです。そこは河川法という法

の網がかぶっていないわけですから、もう１つ
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お尋ねしますが、例えば山を持っているとして、

そこにボーリングすることも全然許可は要らな

いわけですね。

○宮下農村計画課長 ボーリング等については

また別の見地になろうかと思いますけれども、

水利権上は規制はできないというふうに思いま

す。先ほどの河川の話、指定の話でございます

けれども、同じ大淀川でございましても、主要

な部分が一級河川であって、その先、末端に行

きますと準用河川、普通河川というふうになっ

ていきます。末端に行けば、普通河川について

は水利権の設定がございませんので、先ほど言

いました沢についてはないという判断になると

思います。

○原委員 わかりました。

それと国土調査について、６ページの地籍調

査実施状況ですが、市町村面積から調査対象面

積を引いたものが国有林野面積というふうに理

解していいんですか。

○宮下農村計画課長 そう理解していただきた

いと思います。

○原委員 この表の中で、100％既に済んでい

るところが高原町初め７町村あります。一方で

は50％に行かないところが、日向、言っていい

かどうか、串間初め４市町村あるんですが、こ

の差は、財政力の問題もあるのかどうかそれは

わかりませんが、そんな気もしますが、どうし

てこういう差が生まれたんでしょうかね。

○宮下農村計画課長 右松委員のときにもお答

えいたしましたけれども、地籍調査に対する当

初の取り組みの姿勢ということで、着手の早かっ

たところ、遅かったところがございます。その

中で、地籍調査の重要性がございますので、県

としても取り組みの推進をする中で、串間市と

西都市については、表の左から２番目を見てい

ただいてもわかりますように、串間市は平成３

年に着手をしていると。昭和33年にこの制度が

始まっておりますが、遅かった。西都市も63年

ということで遅いということがあります。さら

に、数字上低くなっておりますのは、この両市

につきましては、人口密集地を先にやっている

ということでございます。人口密集地は、山林

に比べますと約倍の予算とか時間もそれぐらい

かかります。そういったところがございます。

日向市は、先ほど申し上げました、一たん調査

を始めたんですが、調査を始めたデータが登記

所に送る状態にないということで、一たん休止

をしていたということで、またここも県のほう

からも働きかけを行いまして、平成22年に再開

したということでございます。

○原委員 この場合の登記ですね、山という

のは、次から次に相続される中で、登記がされ

ないまま、例えば源左衛門とかそういう名前で

そのまま登記の名前が変わらずにされている場

合が結構多いんです。したがって、この時点で

登記をしようとすると、その末端が、印鑑をも

らわないといけない人がかなりいるものですか

ら、結果的には登記が直らない。中にはアメリ

カに行っている人もいるというようなこともあ

るんですが、地籍調査を済ませたところという

のは、それとあわせて、職権登記というんです

か、先ほど、個人でやるのかやらないのかとい

う話がありましたが、職権でやっていただける

わけだけれども、登記は、現在の持ち主という

ことで一緒に相続関係もうまく清算されていっ

ているものですか。

○宮下農村計画課長 当然、筆界を確定するわ

けですから、関係者の了解を得た上で確定して

おりまして、現在の登記所にある図面が法定図

面としてすべて了解を得た上での図面だという
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ことになります。

○原委員 ですから、だれかが地元にいて、

その代表で身内のだれかがやられるんでしょう

が、登記簿上も、昔の源左衛門じゃなくて、今

の宮原義久というふうな名前に直っているかと

いうこと。相続がうまくいっているかというこ

と。行政の責任でも何でもないんですよ。現状

が聞きたいんです。

○宮下農村計画課長 そこについてもちょっと

調べさせていただいてよろしいでしょうか。確

認をさせていただきます。

○原委員 意外とこれは大事なところなので、

今後、そのあたりがどういう状況なのか把握し

ておいていただくとありがたいと思います。

それとあと１件だけ。その場合、ことしはこ

こをやりますよという対象面積を決めますが、

不在地主というか、どこに行っていらっしゃる

か調べようがない。これは筆界未定ともかかわ

るかもしれませんけれども、そういう例という

のはどれぐらいあるものでしょうか。

○宮下農村計画課長 不在地主等については、

追跡をしまして探し出すという作業が非常に大

変でございますけれども、それをやった結果と

して、見つからなかった方、この２％の中にも

所在者不明というものが1,000件のうちの約30％

ですので、２％としますと、約0.6％ぐらいの方

が探し出せないということになります。

○原委員 済みません、ついでながら。そう

いうことで山をよく見ておられるわけですが、

放置林、明らかにこの山はあきらめて捨てられ

ているよねという、持ち主はあるんでしょうけ

れども、ツタが舞い、木は倒れ、台風の後の見

回りもしていない、明らかにこれは放置されて

いる山だみたいなものが、そういうときにどう

いう状況でしょうかね。例えば、地籍調査をさ

れる面積の割合的に、感覚的に放置林の状況と

いうのはどのように感じておられますか。

○宮下農村計画課長 その点についても、私ど

も直接山に入ったという立場ではないので、私

のほうでは、今、把握ができていない状況でご

ざいます。

○原委員 こっちは担当が農政水産だから、

山のこととなると環境森林部のほうになると思

うんだけど、国土調査の担当は農政水産部です

ね。そういう場合の環境森林部との連携という

のはどういうふうになっているんですか。

○宮下農村計画課長 地域的に見ましても、こ

の資料にもございますように、５ページの②の

表にございますように、ＤＩＤ地区を除きます

と森林が低くなっております。これは、今も委

員の皆様方がおっしゃるように、高齢化等によ

りまして、林地については、都市部よりも境界

の確認が難しい状況にあるというところから、

時間がかかったり市町村が後回しにしたりとい

う傾向もあるところでございます。そのような

ことから、環境森林部におかれましても、林地

の調査を進める必要があるという判断で、環境

森林部が持っております基金を利用しまして、

国土調査に先立った先行調査みたいなものをや

られたり、国の直轄でもそういった事業がござ

いまして、それを導入するので、私ども農政水

産部と連携しながら、地域の選定ということを

一緒に進めているところでございます。

○岩下委員長 ほかに質疑はございませんか。

○緒嶋委員 地籍調査が進まない原因の一つは

首長の姿勢もあるんですね。首長がこれに一生

懸命取り組むかどうかによって差ができる。そ

れと、予算的に国からの予算が、県のほうが国

のほうに申請する予算の配分が皆さん方が期待

する予算とかなり違う。なかなか予算の配分が
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少ないというところにも進捗がおくれる原因が

あると私は思うんですが、そのあたりはどうで

すか。

○宮下農村計画課長 確かに、平成23年度、昨

年度までは県の予算は100％を少し上回る形で、

これは義務的仕事として、県のほうも重要な施

策として進めておりますが、国のほうの予算は92

～93％だったりということで、少し国の予算が

低い状態もございました。その中でも本県はい

ただいておりますが、平成24年度からは、震災

の関係もございまして、国のほうも117％という

ことで増額がなされたところでございます。

○緒嶋委員 今後とも、相続がなかなか進まな

いと、筆界の問題もあるし、いろいろ進まんわ

けですね。それと、土地の有効利活用という面

からも、これは100％にできるだけ近づけなけれ

ば、将来的には境界の問題というのはややこし

くなるし、そういう経験のある人が亡くなれば、

子供なんか、どこが境界かというのを親からも

全然聞いていないということになると、ますま

す難しくなるわけですね。そうなれば、早くこ

れは進むように、県のほうも市町村に対する積

極的な指導というか、そういうのが必要じゃな

いかと思うんですけれども、そのあたりの市町

村との関係については十分やられておるわけで

すか。

○宮下農村計画課長 先ほど申しましたように、

県の施策として重要な施策であるということで

すので、市町村等にも積極的に働きかけを行っ

ております。また、市町村としましても、合併

等が進む中で専属の職員が少なくなっている状

況もございますけれども、その中でできること

としまして、例えば仕事の外注化ですね、非常

に専門的な仕事なものですから、市町村として

も専門職の方を雇っていく必要があるんですけ

れども、その分については外注するという方向

を今出しておりますし、あと、嘱託職員という

ことで、一たん仕事を離れた方、経験のある方

を雇うことができる、そのようなことも指導し

ながら、さらには、研修等をしまして市町村の

意識も高めていっている状況でございます。

○緒嶋委員 もう１つ。渇水のときに、水がな

い、ボーリングして地下水をくみ上げるという

のに許可が要るわけですか。田んぼに水がない。

その近隣をボーリングして水をくみ上げてかん

がいに使うと。それは許可が要るかどうか。さっ

きは要らんというような話だったけど。

○宮下農村計画課長 水利権という意味では許

可は要らないと思いますが、例えば農地等でや

ろうとしますと、掘る場所によりまして、一時

転用の許可とかいろんな法令がかかってくると

思います。

○緒嶋委員 例えばどこの場所が問題になると

か。100メーターとか50メーター掘るというよう

な、田んぼの横ならいいとか山のところならい

いとか、場所はどういうところを指すわけです

か。

○宮下農村計画課長 農地法上は、農地の中で

なければ大丈夫でございます。

○緒嶋委員 わかりました。

○岩下委員長 恐れ入ります。時間も参ってお

りますが、あと１～２問でお願いしたいと思い

ます。

○丸山委員 渇水の会議のことでお伺いしたい

んですが、昨年、かなり渇水があったときに対

策会議を行ったんだけれども、実質、許可水利

権を持っているところぐらいしか把握がしっか

りできなくて、どれぐらい水を流せばいいとい

うのがわからなくなって、県土木のほうで、ど

れぐらい取水している場所があるのかというの
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を、ことしから全水域調査がたしか始まってい

ると聞いているんですが、県土木とすれば、で

きる限り慣行水利権から許可水利権になってほ

しいというふうに言っている。これは、目的は、

渇水のときの許可を、水量はこれだよとはっき

りするためにやっているというふうに聞いてい

るんですが、先ほどの話のように、許可水利権

にするために費用がかかったりするものですか

ら、理論的には正しいのかもしれませんけれど

も、渇水対策会議等のことを考えると、やらな

くちゃいけないというのはわかっているんです

が、農政水産部としては、慣行水利権を許可水

利権にどんどん変えるべきというふうに考えて

いるのか、水を確保するための感じとしてどう

いうスタンスでいらっしゃるのかというのをお

伺いしたいと思っているんです。

○宮下農村計画課長 河川法の趣旨としまして

は、水利権をしっかり把握したいという趣旨は

理解をしておりますけれども、私ども、現水利

権を持っている土地改良区でありますとか水利

組合の体力を考えますと、許可水利権へ移動す

ることについてなかなか難しい面もあるという

ふうに考えております。

○丸山委員 そうした場合に、今回の県農業渇

水対策会議のほうは、私のイメージでは、県土

木とすると、許可水利権のものしか考えていな

いというような話も聞いたんですが、慣行水利

権の水まですべて考えながら、昨年の水の緊急

放水とかはやられたということでよろしいんで

しょうか。

○宮下農村計画課長 昨年の例えば一ツ瀬川等

での協議は、許可水利権を持っている者が集まっ

ての協議でございました。その点から考えます

と、その範囲内で調整を行っていきまして、ま

ずは利水者だけの、権利を持っている者だけの

調整会議でございますが、その後、調整がつか

なくなると河川管理者が入った渇水調整という

ことになる。その段階でも、許可水利権を持っ

ている者や内水面関係者が集まっての協議だと

いうふうに考えております。

○丸山委員 最後に、要望にしますけれども、

水の確保というのは、我が特別委員会も非常に

気にしているものですから、水田だけじゃなく

て、先ほど緒嶋委員が言ったとおり、上の山の

ほうで先にボーリングをすれば水が減るんじゃ

ないかとか、非常に懸念もしているものですか

ら、水利権に関して我々も勉強していきたいと

思っていますので、よろしくお願いします。

○岩下委員長 まだまだ時間が足りないようで

ございますが、あと１問でよろしいでしょうか。

○徳重委員 地籍調査についてお尋ねしたいと

思いますが、これの事業主体は市町村というこ

とですよね。市町村が事業主体ということです

が、この進捗率を見てみますと、非常にばらつ

いているというか、100％のところも何市町村か

あるわけでありますが、悪いところは非常に悪

いという数字が出ている。国土調査については、

命令系統というか、事務的に指示ができるんで

すか。どこが指示しているんでしょうか。

○宮下農村計画課長 基本的には、県のほうか

ら、国土調査を進めていただきたいということ

で協議をしているということになります。

○徳重委員 県が市町村にお願いをするという

ことでしょうが、それにしては、例えば延岡市

あたりは宅地についても10.6という数字が出て

いますね。あるいは、串間も33.6という、全く

手をつけていないじゃないかというようなこと

で、いろんなことで混乱が起こるのではなかろ

うか、あるいは、先ほどから出ているように、

住んでいるところを離れていったり、いろんな
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ことがあると思うんですが、そのことについて

どうお考えですか。

○宮下農村計画課長 委員が言われるとおりで

ございまして、地籍調査を行いますと、枚挙で

きないぐらいのメリットがあるわけでございま

す。その中に、例えば、個人といいますか国民

の利点としましては、境界がはっきりすること

で利害関係がはっきりするということもありま

すし、あと、市町村につきましては、租税、税

をかけるのに公平性を追求できるという点もご

ざいます。そういうことからいきますと、やは

り、首長さんの思いの違いというものがここに

あらわれておりまして、何回か御説明申し上げ

ておりますが、低いところは、着手が遅かった

り、税の関係でありましょうか、ＤＩＤ地区、

宅地を中心に調査を進めているということで率

が低くなっている現状でございます。

○徳重委員 ぜひ県からも積極的な働きかけを

していかないと、市町村任せではいかがかなと

いう気がいたします。

それと、調査の費用負担割合は、県が25、市

町村が25、国が50と。これは、市町村が主体で

しょうから、市町村が要求してくれば、全額出

せる、県も国も出してくるという考え方でよろ

しいですか。

○宮下農村計画課長 国への予算どりというこ

ともございますので、県、国、市町村がバラン

スのとれた形で予算組みをする必要があります

が、市町村と県の関係につきましては、ほぼ100

％予算の割り当てができているところでありま

すが、時には、市町村の要望にこたえられない

というか、90数％という場合もございます。

○徳重委員 予算については、おくれていると

ころについては積極的な予算配分を考えるべき

だと、このように考えております。

それと、林地の地籍が全体的に進んでいない

わけですけど、水資源という立場から考えて、

各市町村が把握していると思うんです。水資源

が非常に大事だと今、大きく取り上げられてお

るということからして、その地域については、

積極的に地籍調査を行うべきだと市町村に進言

するような考え方は県はないのかどうか。

○岩下委員長 恐れ入ります。この質問を最後

にしたいと思いますが、よろしいでしょうか。

○徳重委員 はい、いいです。

○宮下農村計画課長 特に、今、委員からござ

いました林地については、市町村も県も同じ危

機意識を持っておりますので、県のほうからも、

現在でも積極的に林地への取り組みをするよう

働きかけているところでございます。今後も、

県から、地籍全体の進捗についても進めていく

ように働きかけていきたいと思っております。

○岩下委員長 それでは、委員におかれまして

は、まだ聞きたいことが多々あろうかと思いま

すが、また直接お話をさせていただきながら…

…。

○宮下農村計画課長 先ほど、国土調査につい

ての御質問で調べさせていただく件については、

持ち帰って調べさせていただいて、後ほど御報

告ということでよろしいでしょうか。

○岩下委員長 どうぞよろしくお願いいたしま

す。

今、お話ししましたように、まだ質問がいろ

いろあるようでございますが、直接お伺いする

場合もあろうかと思います。どうぞよろしくお

願いを申し上げます。

それでは、これで終わりたいと思います。

執行部の皆様は御苦労さまでした。ありがと

うございました。

暫時休憩いたします。
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午前10時57分休憩

午前11時０分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

県土整備部においでいただきました。初めに

一言ごあいさつ申し上げます。

私は、この特別委員会の委員長に選任されま

した岩下斌彦でございます。時間の都合上、委

員の紹介は省略させていただきますが、私ども12

名が、さきの県議会で委員として選任され、調

査活動を実施していくことになりました。当委

員会の担う課題を解決するために努力してまい

りたいと思いますので、御協力をよろしくお願

い申し上げます。

なお、都城市選出の中村委員が当委員会の委

員となっておりますが、本日は欠席をいたして

おります。

執行部の皆さんの紹介につきましては、配席

図をいただいておりますので、省略していただ

いて結構でございます。

それでは、概要説明をお願いいたします。

○濱田県土整備部長 県土整備部長の濱田でご

ざいます。本日はよろしくお願いいたします。

私どもが所管しております業務は、県民の安

全で安心な暮らしを確保するとともに、将来の

産業展開や地域の活性化につながる社会資本の

整備を初めとする県勢発展の基盤となる県土づ

くりを進めていくことでございます。

本日は、お手元の委員会資料の表紙に目次が

ございますが、こちらにございますとおり、河

川環境の保全・整備について、水利権について、

及びダム事業につきまして、河川課長のほうか

ら御説明をさせますので、よろしくお願いいた

します。

私からは以上でございます。

○東河川課長 河川課長の東でございます。よ

ろしくお願いいたします。

私のほうから、河川環境の保全・整備、水利

権及びダム事業について御説明いたします。

委員会資料の１ページをお開きください。

１の河川環境の保全・整備についてでありま

す。

まず初めに、その背景となります（１）の河

川法改正の流れについて御説明いたします。中

ほどの図にありますように、河川法は明治29年

に制定され、その後、２回の大きな改正がされ

ております。明治29年制定時の河川法は、当時

の社会情勢を反映して、治水、つまり洪水対策

に重点が置かれており、利水については十分な

制度とは言えない状況でありました。戦後、河

川の流水は、農業、発電、上水道などさまざま

な用途に使用されるようになり、その量も著し

く増大したことから、昭和39年に法改正がされ、

新たな水の使用者との調整を図るなどの利水に

関する規定が設けられたところであります。さ

らに、20世紀の末になりますと、河川は、潤い

のある水辺空間や多様な生物の生息・生育環境

としてもとらえられるようになり、平成９年の

改正で、河川環境の整備と保全が目的の一つに

加えられ、現在、河川法は、治水、利水、環境

の３つの目的を持った総合的な河川制度となっ

ているところであります。

次に、（２）の河川環境の保全・整備に係る主

な事業についてであります。県内で取り組んで

まいりました主な事業を記載しております。①、

②及び③につきましては、特定の河川で行って

いる事業でありますが、④の多自然川づくりに

つきましては、基本的にはすべての河川事業に

おいて取り組んでいるところであります。具体

的な内容につきましては、次ページ以降で御説
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明いたします。

２ページをお開きください。河川浄化事業の

実施事例であります。宮崎市の市街地を流れる

小松川につきましては、昭和40年以降、水質が

急速に悪化したことから、宮崎市において公共

下水道整備事業を進めるとともに、国、県、市

が水質改善への取り組みとして、昭和50年代に

浄化揚水導入事業を実施いたしました。中ほど

の地図をごらんください。具体的には、赤い字

の第１揚水機、第２揚水機と示しています上流

と中流の２カ所から大淀川の水をくみ上げ、小

松川に流すための施設整備を行ったものであり

ます。この取り組みにより、河川水の汚濁状況

をあらわす指標のＢＯＤ値が40～60ｐｐｍ程度

あったものが、導水後の昭和59年にはおおむね10

ｐｐｍ以下となったところでありまして、平成14

年には、右下の新聞切り抜きにありますように、

アユの生息が確認されるまでに改善されており

ます。

次に、３ページをごらんください。河川再生

事業の実施事例であります。先ほどの小松川と

は大淀川を挟んで対岸に流れている水流川で

行っている事業であります。水流川は、昭和55

年から昭和61年にかけまして、コンクリートの

護岸による河川改修が行われております。また、

周辺の水田が宅地化するなど都市化の進展によ

り、水質悪化や水の量が減少する状況にありま

した。このため、河川が本来有していた水辺の

多様な自然環境の再生を目的として事業に取り

組み、本年度完了する予定であります。

事業の内容でありますが、中ほどの航空写真

をごらんください。赤色の線で表示しています

のが、国により整備しております取水施設であ

りまして、大淀川から取水し、水流川に沿った

赤い線のルートで導水し、上流の笹原橋付近で

放流いたします。また、黄色の丸い円で表示し

ていますけれども、ここが、県において整備し

ております水辺の自然と触れ合える拠点地区の

整備でありまして、下の写真にありますように、

改修前には直立に近いコンクリートの護岸で

あったものを、傾斜の緩やかな護岸に改修する

など、親水性の向上を図っているところであり

ます。

次に、４ページをお開きください。自然再生

事業の実施事例であります。延岡市を流れる北

川の支川の家田川、川坂川の流域には、貴重な

多くの植物が確認されている湿地がありますが、

周辺環境の変化などにより湿地の環境が悪化し

たことから、湿地環境の保全・再生を図ってい

るところであります。具体的には、湿地の回復

のため、地盤を掘り下げ、川の水が入り込みや

すくするなどの対策や、観察路などの整備を行っ

ているところであります。また、中段の新聞の

切り抜きにありますように、地域住民の方々が

守る会を結成し、保全活動を行っております。

次に、５ページをごらんください。多自然川

づくりへの取り組みであります。多自然川づく

りとは、河川全体の自然の営みを視野に入れて、

河川が本来有している生物の生息環境や景観を

保全していく取り組みであります。

事例の１つ目は、平成９年の台風19号で甚大

な浸水被害が発生しました延岡市を流れる北川

であります。中央の写真と断面図をごらんくだ

さい。対策として、洪水を安全に流すため、河

道の掘削が必要でありましたが、赤の丸で囲っ

た普段は河川の水が流れている良好な環境を有

する水際部はそのまま残しまして、断面図では

中央部分の茶色の部分になりますが、普段流れ

ております平水の水位から１メーター高い部分

を掘削したところであります。また、河畔林に
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つきましても、必要以上に伐採を行わずに部分

的に残したところであります。この北川での取

り組みは、平成９年の河川法改正直後の大規模

な河川改修となったことから、全国的にも注目

されたものであります。

２つ目の事例は、平成17年の台風14号で甚大

な浸水被害が発生した宮崎市高岡町の麓川にお

ける取り組みであります。下の写真をごらんく

ださい。改修前は、コンクリートによる、いわ

ゆる三面張りの河川でありましたが、改修に当

たって、護岸ブロックには自然石を利用した空

隙のあるタイプとし、水際が単調とならないよ

う、玉石などを使い変化のある河道に整備した

ところであります。

以上が、河川環境の保全・整備に係る事業の

事例でございます。

次に、６ページをお開きください。（３）の水

資源及び水環境の保全に資する啓発などの取り

組みについてであります。

まず、河川パートナーシップ事業であります。

自分たちの住む地域の川を地域で守っていくと

いう協働意識を育てることを目的としており、

自治会等が実施する一定規模以上の河川の草刈

りに対し、報奨金を交付するものであります。

参加団体は、右のグラフにありますように、平

成17年度の70団体から、昨年度は399団体に増加

しているところであります。

次に、水辺の調査モニター制度であります。

多自然川づくりで取り組んだ河川工事の完成後、

川がどのように変化していくのか、地域の人々

とともに生物の生育・生息状況などの調査、意

見交換を行い、今後の川づくりの参考とするも

のであります。

次に、「ふるさとの川や海を守り隊！活性化支

援事業」であります。この事業では４つの取り

組みを行っているところであり、１つ目は、川

での活動に関する事例発表や意見交換などを行

う河川愛護に関するシンポジウムの開催、２つ

目は、子供を対象に、水辺の危険箇所などにつ

いて説明する講師の無料派遣を行う「子どもの

水辺安全サポーター派遣事業」、３つ目は、河川

や海岸の清掃など、美化活動を実施するボラン

ティア団体などに対して、必要な資機材の支給

・貸与などを行うボランティア活動支援事業、

４つ目は、河川や海岸において、一定区域の美

化活動を行っていただけるボランティア団体な

どを「ふるさとの川や海の応援団」に認定する

事業であります。

河川関係の保全・整備については以上であり

ます。

次に、７ページをごらんください。２の水利

権について御説明いたします。

まず、（１）の水利権制度の趣旨についてであ

ります。河川の流水は、農業、発電、上水道、

工業用水など、さまざまな用途に使用され、産

業の発展、人口増加などにより、その需要が拡

大していることから、水利権は、極めて重要な

社会的・経済的機能を果たすものとなっており

ます。河川法においては、流水使用の秩序の観

点から、流水の占用としての許可手続を求めて

いるところであります。

水利権には、（２）に記述していますように、

一般的な解釈としては、「公物である河川の流水

を、特定の者が特定の目的のために継続的・排

他的に利用する権利」とされております。その

成立の由来によって２つに区分され、現行の河

川法上の流水の占用の許可を受けた許可水利権

と、水の事実上の支配をもとに社会的に承認さ

れた権利である慣行水利権とがあり、慣行水利

権は、①の旧河川法の施行以前から存在する流
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水占用で新河川法の許可を受けたとみなされる

ものと、②の普通河川の慣習上の水利権で、一

級河川や二級河川、準用河川の指定を受けた時

点に、新河川法の第23条の許可を受けたとみな

されるものがあります。下の図と表をごらんく

ださい。これは、一級河川、二級河川、準用河

川、普通河川の河川の区分と、河川管理者、河

川法の適用関係を示したものであります。河川

は、国土保全上または国民経済上などの重要度

に応じまして、表に示しましたようにその区分

と管理者が定められております。なお、一級・

二級河川及び準用河川の指定を受けていない普

通河川でございますけれども、河川法が適用さ

れませんので、そこからの取水は、第23条の流

水の占用の許可、いわゆる水利権の対象とはなっ

ておりません。

次に、８ページをお開きください。（３）の水

利権の内容についてでありますが、水利権の取

得に当たっては、流水の占用に関する目的、場

所、方法、量、期間について許可申請書に記載

し、許可を求める必要があります。また、（４）

の水利使用の規模区分及び処分権者にあります

ように、水利使用の目的及び規模によって、特

定水利使用、準特定水利使用、これらに該当し

ないものに分類されまして、水利使用に関する

処分権者も異なってきます。水利使用に関する

処分権者一覧の部分をごらんください。例えば

一級河川の特定水利使用の欄を見ていただきま

すと、直轄区間及び県が管理する指定区間であっ

ても国土交通大臣が許可することとなっており

ますが、その横の欄の準特定水利使用では、直

轄区間は整備局長、指定区間は知事という形で

異なっております。

次に、（５）の本県の水利権の現状であります

けれども、23年度末現在、県内に許可水利権は

国許可分と県許可分を合わせて246件となってお

ります。また、慣行水利権についてですが、現

行の河川法の規定に基づいて昭和41年度までに

届け出が行われた旧河川法施行以前の流水の占

用が1,717件ございます。水利権については以上

であります。

次に、９ページをごらんください。３のダム

事業についてであります。この中で、渇水、濁

水対策についてあわせて御説明いたします。

まず、（１）のダム建設の目的であります。ダ

ムには、洪水調節、流水の正常な機能の維持を

目的としてつくられた治水ダム、かんがい、発

電などを目的としてつくられた利水ダム、そし

て、治水と利水の両方の目的を兼ねている多目

的ダムがあります。

（２）の県内のダムの状況についてでありま

すが、県が管理しているダムは、多目的ダムが

８ダム、治水ダムが５ダムの計13ダムでありま

す。また、県以外が管理しているダムは、利水

ダムが30ダム、農地防災ダムが２ダムございま

す。

次に、（３）の渇水対策についてであります。

平成23年１月から４月にかけましては、降水量

が平年の４分の１程度と記録的な少雨でありま

して、県内における河川やダムの水位は軒並み

低下し、農業を初めとして、工業用水や生活用

水の不足による取水制限など、県民へ大きな影

響がありました。渇水対策としましては、各河

川ごとに、地元市町村、河川利用者、利水者と

調整を図り、利水者が水の使用を絞るとともに、

ダム管理者がダムからの放流を行い、流水の補

給を行ったところであります。県が管理してい

るダムからの放流につきましては、日南市の酒

谷川の日南ダム及び広渡川の広渡ダムにより、

平成23年４月上旬から５月にわたりまして約50
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日間、ダムからの放流を行ったところでありま

す。また、一ツ瀬川にある九州電力が管理する

一ツ瀬ダムにおきましても、平成23年３月下旬

から６月下旬にわたりまして約80日間、放流を

行っております。

10ページをお開きください。ここで、まこと

に申しわけございませんが、一部訂正をお願い

いたします。下段の広渡ダム断面図の中で、赤

い文字で「緊急放流管」と書いておりますもの

を「低水放流管」に、それと、その下の説明書

きにありますが、一番下の行で、「緊急放流管に

より放流」につきましても、同じく「低水放流

管により放流」に訂正をお願いいたします。大

変申しわけございません。

それでは、説明を続けさせていただきます。

一ツ瀬ダムと広渡ダムの断面図でありますけれ

ども、青い字で記載していますのが平成23年渇

水時の最低水位でありまして、一ツ瀬ダムでは

赤い字で記載していますが、その水位より下に

ある非常用放流設備、広渡ダムでは、低水放流

管を使ってダムに貯留されている河川水の放流

を行ったところでございます。

11ページをごらんください。次に、（４）の濁

水対策についてであります。県内には、粒子が

細かく沈みにくい性質の土砂が広く分布してお

りまして、降雨時には、山腹崩壊地や裸地など

から土砂が流出することによりまして、濁水が

発生しております。濁水長期化は、このような

土砂が濁水となってダムに流入して、貯留され

た濁水が、出水後も長期間ダムから放流される

ことが原因と考えられております。濁水の発生

や長期化によりまして、浄水施設の浄化処理へ

の障害や、水産資源への影響、レクリエーショ

ン価値の低下などの影響が発生します。

濁水対策としましては、崩壊地からの濁水流

出防止として、森林の整備・保全及び治山事業

の推進や、ダムからの濁水放流期間を抑制する

対策とがあります。①の県管理ダムにおける対

策の例ですが、綾北川の田代八重ダムと綾北ダ

ムには選択取水設備が設置されております。選

択取水設備は、中ほどの図にありますように、

１の通常時から濁水流入直前までは下部の取水

口により清水を取水します。次に、貯水池全体

に濁水が分布すると、下部取水により濁水を排

除します。清水層が形成されるまでは濁水排除

を継続します。そして、４にありますように、

表層部に清水層が形成された後は、上部取水に

切りかえて清水を取水します。

次に、②の一ツ瀬川における濁水対策であり

ます。一ツ瀬川につきましては、環境森林部が

中心となりまして、平成18年に、流域市町村、

宮崎県の関係部、学識経験者としての宮崎大学、

利水関係者としての九州電力により構成されま

した一ツ瀬川濁水対策検討委員会を設置し、平

成20年に「一ツ瀬川濁水軽減対策計画書」を作

成しております。一ツ瀬川の濁水軽減対策につ

いて、お手元にお配りしていますパンフレット、

「一ツ瀬川濁水軽減の取り組みについて」を使っ

て御説明いたします。

開いていただきますと、１ページには、平成16

年から18年にかけて、台風災害などによる濁水

発生状況、２ページには、先ほども御説明いた

しましたが、濁水長期化の原因が記載されてお

りますので、後ほどごらんください。

３ページを開いていただきますと、濁水軽減

への取り組みが記載されております。まず上流

域での取り組みでありますが、中ほどの欄に、

平成19年の調査結果として、上流域の崩壊地、

作業道などの裸地が濁水の発生源と考えられる

ことから、黒の太字で記載されておりますよう
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に、適切な間伐などによる健全な森林への誘導、

宮崎県作業道等開設基準に基づく作業道の施工、

山腹崩壊地の緑化などの対策を、環境保全の森林
も り

整備事業により実施することとしております。

４ページには、中下流域での取り組みが記載

されております。これまで一ツ瀬ダムでは、選

択取水設備などの対策を実施してきたところで

ありますが、中ほどの欄にありますように、こ

れまでの対策だけでは濁水が非常に長引くこと

から、新たな対策としまして、図にありますよ

うに、一ツ瀬ダムと下流の杉安ダムに新たな放

流設備をつくることとしており、濁水長期化が

予想される場合は、ダムからたくさん放流して

濁水をため込まないなどの対策を行います。新

たな対策は、放流設備の完成後の平成25年から

本格実施することとなっております。

５ページをお開きください。今後は、一ツ瀬

川水系濁水対策評価検討委員会において対策を

確実に、そして継続的に実施し、評価、見直し

を行うこととしております。

私からの説明は以上であります。

○岩下委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑などございましたら、お願いいた

します。

○右松委員 水利権の質問なんですが、８ペー

ジで、本県の水利権の現状なんですけれども、

許可水利権が246件ということで出ております。

前に農政水産部が来まして、農業用水にかかわ

る許可水利権が152件というふうに出ておるんで

すが、この差の94件というのは、工業用水も含

めてその割合を教えてもらうとありがたいです。

○東河川課長 申しわけございません。確認し

まして、後ほど御報告させていただきます。

○右松委員 その件と、それから、水の使用の

比率なんですけれども、国の比率が、農業用水

が66.3％、水道用水が14.9％で、工業用水が18.8

％という比率が出ております。本県の比率も参

考にさせていただきたいので、これも後ほどで

構いませんから、教えていただければありがた

いです。

以上で終わります。

○岩下委員長 ほかに質疑ございませんか。

○緒嶋委員 先ほど農政に聞いたんですが、渇

水のときに、ボーリングして取水するというか、

農業用水なんかですね。農地は許可が要るけれ

ども、農地以外のところならどこをボーリング

してもいいというような話だったんですが、そ

れは規制はないんですか。

○東河川課長 流水の占用という概念、いわゆ

る流水はどういうものを言うかということにな

るかと思うんですけれども、一般的には、河川

の表面を流れる表流水、それと地下にある地下

水関係というのがあります。それ以外に、伏流

水、下のほうを流れているということで。地下

にある水をどう扱うかということなんですけど、

例えば伏流水を取水することで下流側に影響を

及ぼすとか、そういうことが明らかであれば、

それについては当然、水利権の許可というとら

え方をすることも考えられると。ただ、どこま

でどれがどういうふうに影響しているかという

のはなかなか難しい部分があるのかなと。法上

の解釈では、そういうことも当然視野に入れて、

河川の水が確実に秩序あるような形で維持管理

できることが大事だということで考えています

ので、そういうことも考え得るということでご

ざいます。

○緒嶋委員 今、温泉でも、1,000メーター掘っ

て人為的に温泉水ということで温泉施設をつ

くっているが、これは許可があったんですか。

○東河川課長 1,000メーター下とか、かなり下
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の部分になりますと、河川と直接的な話ではご

ざいませんので、私が知る限りでは、温泉関係

で河川法に基づく許可というのは恐らくないの

ではないかと思っています。

○緒嶋委員 別の制度でということで、審議会

が何かありますね、あれは河川法とは関係ない

んですね。

○東河川課長 恐らく資源関係のお話になって

いくのかなと思います。

○緒嶋委員 それと、さっきの伏流水やらいろ

いろ取水することで下流に影響が出るというよ

うな、逆に言えばトラブルのもとにもなるわけ

です。これは、何か一つの基準の中でそれを許

可するかしないかの制度的なものがあったほう

がいいんじゃないかという気がするんです。農

政のほうでは、農地以外なら自由ですよという

ようなことですけど、国土全体を考えた場合に、

私は、地球に針を刺して水をとるというのは、

自然環境というかそういうものから見たら、か

えって地球を傷めておるようなものだから、何

かの規制というのは、国のほうもですが、やっ

ぱり何かの制度があっていいんじゃないかとい

う気がするんですけど、そういう動きはないわ

けですか。

○東河川課長 水の循環というお話になると思

うんです。特に、近年の渇水であるとか、一方

では今回非常に大きな雨もありましたけれども、

水の循環を健全化しなくちゃならないという考

え方は、昨今言われているということです。そ

の中で、当然、河川の水であるとか地下水であ

るとかいろんなものをうまく使っていく。それ

を常に回していく。地球上の話でいけば、97.5

％ぐらいが海水で、それ以外が淡水ということ

で、利用できる水というのはごくわずか。2.5％

の淡水も、川の水とかは、非常にわずかな部分

ということで、水の循環ということを考えれば、

河川は河川法のもとでやることも大事だろうし、

地下水は地下水でまた別な形で考えていく。そ

れぞれの立場で考えていくんですけれども、何

らか一体的な考えはやっていかなければならな

いという方向ではあるように聞いております。

○緒嶋委員 小林なんかが水資源の保全条例を

つくるというのは、地下水位が下がることでそ

の地域の形態が変わるというか、大きく言えば

地盤沈下とかそういうことがあるので、そうい

うのが出てくるということは、やはり県全体と

しても何かの基準のもとに、市町村だけでそれ

をつくるんじゃなくて、県とか、これは国も関

係するわけですが、何かないと、私は将来的に

は大きな課題も抱えるし、対策がおくれたじゃ

ないかと言われる時期が来るんじゃないかなと

いう気がするので、これは十分検討する余地が

あるんじゃないかと思うんですが、どうですか

ね、そのあたりは。

○大田原県土整備部次長 今、委員おっしゃい

ました件についてですが、確かに、昨年、小林

市が水資源保全条例をつくっております。県で

見てみますと、北海道と埼玉県が条例をつくっ

て、いろんな規制といいますか、届け出をして

もらうような動きをしているということで、調

べてみますと、北海道では総合政策部のほうが

窓口、埼玉県では環境森林部局が窓口というこ

とで、それぞれ違うみたいです。宮崎は森林が

多い県ですので、これにつきましては、関係部

局といろいろ協議しながら進める必要があるか

というふうに思っております。

○緒嶋委員 当然、我々委員会としても何らか

の方向性というのは出しながら、執行部との調

整もしていかにゃいかんのじゃないかという気

がしますので、一応そういうことを頭に置いて
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ほしいと思います。

○東河川課長 先ほど、温泉関係での許可のお

話をさせていただいたんですが、基本的には河

川法ではという話。もし、その掘削場所が河川

区域の中であれば、当然許可が必要だというこ

とでございます。申しわけございません。

○原委員 大事なポイントだと思いますので、

もう一回確認をさせてください。農村計画課で

確認したんですが、河川法の適用外のところは

水利権の設定は不要だということで、例えば、

一級河川があって二級河川があって準用河川と

なるわけですが、その先の末端というか、最上

流部の沢がいっぱいあるわけですね、これらに

ついての水をとることとか、例えばそこにボー

リングして水を採取するということ等は、これ

は全然無許可、問題なしということですね。こ

の委員会をつくったポイントでもあるわけです。

いわゆる外国資本が山を買ってそこから水をご

そっと抜かれていくことが将来的に問題ではな

いかと。だから、我々は、今おっしゃった条例

を宮崎県としても先行してやるべきではないか、

そういう議論から入ってきているわけですけれ

ども、こちらが専門ですから、再確認させてく

ださい。

○東河川課長 河川法がかぶっていない普通河

川であれば、その許可は要らないということに

なりますけれども、先ほどお話ししましたけれ

ども、河川の上流側、普通河川のような沢でと

ることによって下流側の水量が極端に減るとか、

そういう場合については、何らかの措置は必要

なのかなと思いますし、例えば一級河川、二級

河川のどちらかで取水をやっている部分が、あ

る事業者がそれより外れたところでさらにとり

たいという話があれば、当然、下流側に影響を

及ぼす、及ぼさないということをしっかり判断

せにゃいかんので、そのときは事業者が前もっ

て話をいただければ、そこで逆に河川の指定を

さらに延ばして、健全な流水の管理をすること

は必要になってくるかなと思います。ただ、す

べてそういう形で河川法をかぶせていけるかど

うかというのは、なかなか難しいところもある

と思いますけれども、その辺はそれぞれの関係

する部署と連携しながら、できるだけいい方法、

水循環をしっかり整えていくための方策という

のは、今後やはり検討していくべきことだと思っ

ております。

○原委員 そのことについて、下流の表流水

に影響を与えるというそのことがあってはいか

んという見方ですよね。ところが、現況におい

ては、現在の法制度においては、例えばそこで

水をとっても、影響が出たにしても、何か規制

する網がかぶせてあるわけですか。後から河川

法を適用してもそれは遅いだろうし、慣行水利

権になってしまうわけで、その辺はどうなんで

すか。現況においてそれはできますか。

○東河川課長 現況の中では非常に厳しいのか

なと思っています。そういう意味で、普通河川

をやるためには、市町村が条例をつくるという

のも一つの方法であるのかもしれないと思いま

す。ただ、普通河川ですので、当然、国有財産

法に絡むこともあるんですけど、ただ、国有財

産法のほうには、流水そのものが国有財産とい

う形ではないので、底地そのものは管理するん

でしょうけど、国有財産での完全な水に関して

の規定というのはなかなか難しいので、その辺

で条例化するとかいろんな方法を今やっていか

ないと、河川法だけの話ではなかなか厳しいの

かなと思います。

○岩下委員長 ほかに質疑はございませんか。

○徳重委員 ダムの濁水についてお尋ねしたい
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と思います。山地崩壊は、伐採した後の植林が

できていないということやら、いろいろあろう

かと思うんです。そこで、崩壊する原因はそれ

ぞれあろうと思うんですが、皆さん方は河川の

ほうだけずっと見ていらっしゃるわけですね。

山には尾根がたくさんあるわけで、流れてくる

ルーツというのはあるわけですから、そういっ

た調査というのは河川のほうではされないのか、

ちょっとお尋ねしてみたい。

○東河川課長 調査というか、山腹崩壊関係が

河川に影響するものはいろいろございます。濁

水の問題もございますし、土砂の堆積という話

もございます。今回御紹介しました一ツ瀬川の

濁水軽減の取り組み、これの委員会についても、

環境森林部が中心になっていますけれども、県

土整備部が入ったり、あるいは関係する部、関

係する利水者が入ったりしています。また、県

北の耳川のほうでも、平成17年の大水害のとき

に、かなりダムのほうに堆砂したということも

あって、山腹崩壊があってその土砂が入ってく

るということがありまして、総合土砂管理とい

う言い方をしていますけれども、土砂をどうし

て抑制していくかと、この取り組みにつきまし

ても、県土整備部であったり環境森林部であっ

たり、一緒に入って、いろんな意見の交換や、

あるいは調査等をお互いの分野の中でやってお

ります。県土整備部のほうでも、治山関係で言

えば砂防事業等がございますので、そういう中

でも把握する場合もございますし、環境森林部

さんのほうで把握する部分もありますし、場合

によっては、九州電力さんもかなりいろんな形

で調査等行っておりますので、委員会とかそう

いう場の中でその辺の情報の交換は常々行って

いるところでございます。

○徳重委員 災害が起きたときには、大変だ、

大変だということで動かれますね、それぞれが。

そのときには、よく連携して云々とおっしゃる

んですが、やっぱり定期的にというか、毎年状

況は変わってくるという感じがするわけです。

というのは、伐採の周期、山によっては伐採が

どんどん進んでいくところ、あるいは伐採が進

まないところはそのままでそんなに大きく影響

しないと思うんです。そういったことを考えま

すときに、常に毎年定期的に連携をとって、今

おっしゃったような九電なりいろんな関係者と

の連絡調整をしていかなければ、災害が起きた

とき、大洪水になったときだけの考え方では、

後始末のほうが大変なんです。その前の砂防ダ

ムをつくったほうがいいんじゃないかとか、い

ろんな協議を皆さん方が積極的にされることが、

濁水を少なくする、あるいは災害を少なくする

ことにつながっていくんじゃないかという気が

したものですから、事が起きたときじゃなくて、

定期的な連携、対応というのは、今までもされ

ているかもしれませんが、ぜひ続けていただき

たい。どういう形でされているのか、最後に伺

います。

○東河川課長 山の崩壊とかそういう部分につ

きまして、治山関係の連絡調整会議を定例的に

やっております。その中には、環境森林部さん

であるとか、県土整備部の砂防課が中心になり

ますけど、そちら、あるいは営林署、そちらの

ほうの方々とか、そういうことで、今、何をやっ

ているかとか、その辺の情報交換等を行う場も

設置されているようでございます。そういう場

でいろんなことを議論しますので、今、委員か

らお話あったことも、今後そういうお話をする

ように関係課のほうにもお伝えしていきたいと

思います。

○岩下委員長 ほかに質疑ございませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりたいと思います。執行部の皆様は

御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時41分休憩

午前11時42分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

協議事項（１）の県内調査についてでありま

す。まず、資料１をごらんください。８月２日、

３日で実施する県南調査であります。調査先に

つきましては、前回の委員会で決定をいただい

たとおりでございます。９時20分に県議会集合

となっていますので、よろしくお願いいたしま

す。

次に、資料２をごらんください。８月23日（木）

から県北調査であります。前回の委員会で決定

いただきました日程を記載しておりますので、

御確認をください。なお、調査先につきまして

は、調整を行いました結果、一部変更になった

箇所がありますが、御了承いただきますようお

願いいたします。

変更の部分でございますけれども、23日でご

ざいますが、「水を守る森を残そうかい」から美

郷町役場に変更をいたしております。変更の理

由ということになりますと、調査先と調整を進

める過程で、調査内容が森林の保全に偏る傾向

が見受けられました。このことから、調査先の

見直しを行いましたところ、美郷町北郷区が保

安林指定の積極的な取り組みを行っているとの

情報を得たところでございます。保安林の指定

は、現行法律の中では、水源地の安易な売買や

開発を規制する上で有効な手段だと思いました

ので、調査先の変更を行ったところでございま

す。調査先を変更することで行程といたしまし

てもスムーズになり、時間短縮となりましたの

で、変更について御理解いただきますようお願

いいたします。

なお、県北調査は、８時50分に県議会集合と

なっておりますので、よろしくお願いいたしま

す。

次に、協議事項（２）の県外調査についてで

あります。県外調査は、11月６日から８日まで

の２泊３日で予定いたしております。次回の９

月定例会中の委員会では、日程案をお示しした

いと思いますので、今回、皆様からあらかじめ

御意見を伺いたいと考えております。

これまでの委員会で話が出ていますように、

県外調査では、水源地域の保全条例を制定して

いる県を視察する必要があると考えております。

条例制定の先進地としては、北海道が考えられ

ますが、移動に時間をとられることや、県外調

査の時期が、例年、北海道議会の議会日程と重

なっていることもあり、我々正副としては、今

回は、条例を制定している都道府県の中でも、

買収事例があって条例を制定している群馬県と、

買収事例はないが条例を制定している埼玉県の

２県を中心に行程を組み立ててはどうかと考え

ております。条例を制定する背景として、買収

事例がある場合とない場合の両方の状況を聞く

ことができ、距離的にも近いので効率的な調査

ができるのではと思っております。今の提案を

含め、調査先につきまして御意見や御要望があ

りましたら、お願いいたします。

それでは、正副委員長で準備を進めさせてい

ただきます。

協議事項（３）の次回の委員会につきまして

は、９月定例会中の９月25日（火）を予定いた

しております。次回の委員会の内容について御
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協議いただきたいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時48分休憩

午前11時56分再開

○岩下委員長 委員会を再開いたします。

ただいまの皆様方の御意見を参考に、正副委

員長で準備を進めさせていただきます。

最後になりますが、協議事項（４）のその他

でございますが、委員の皆様から何かございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩下委員長 では、今後の日程について確認

をいたします。

次の委員会としての活動は、８月２日（木）

からの県南調査となります。９時20分に県議会

集合となっていますので、よろしくお願いを申

し上げます。

次回の委員会は、９月定例会中の９月25日午

前10時からを予定しておりますので、よろしく

お願いいたします。

以上で本日の委員会は閉会いたします。

午前11時57分閉会


